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自治体教育行政制度 : 再論 (<特集>現代の公共政
策)



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（５） 教育長・指導主事の有資格者を育成するために，１９４８年秋から IFEL（the In-










































所信表明という形で明らかにされた（甲府市ホームページ http : //www.city.kofu.
yamanashi.jp及び甲府市議会会議録 http : //gikainet.city.kofu.yamanashi.jp）。ま
た，山梨県では，現在，義務教育標準法によって定められている一学級の編制
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人数４０人（ただし，小学校１年生は３５人）を下回る，小学校１・２年で３０人，
中学校１年で３５人という学級編制を実施しているが，これを横内知事は，拡大
したいと述べた。この方針は，選挙における知事のマニフェストにも掲げられ
ており，学級編制も事実上，首長の政策領域となっていることを窺わせる（『山
梨日々新聞』２０１０年１０月３１日）。なお，義務教育標準法の学級編制の「標準」
を作成している文科省では，２０１２年の通常国会で公立中学校３年までの義務教
育全学年を対象に，順次３５人学級にすることの明記を検討しているという（『山
梨日々新聞』２０１１年９月１１日）。ただし，２０１２年度には，現在の小学１年生に続
き，２年生を３５人学級とする方針は既に固まっている。なお，義務教育標準法
の運用の実態については，小川（２００１）を参照されたい。
（１０） 自治法１４９条６項は，財産を取得し，管理し，及び処分することは，首長の
担任事務と規定しているので，地教行法２３条２号は，その特別規定としての性
格を有する。
（１１） とは言え，青木は，自治体において首長が教育政策に関与するようになって
きたのは革新自治体期を除けば分権改革が本格化して以降のことだとし，出雲
市，高浜市などを挙げている（青木２００８：１４－５）。
（１２） もっとも，新藤は，この「垂直的行政統制」が及んでいるのは，本稿で言う
「教育内容関連施策」についてだけでなく，「教育条件整備施策」も含む全般
であるという解釈を採っていることに留意されたい。また，新藤は，「教科書
の内容や施設，教員の配置，学校教育の標準などが内閣統轄下の行政機関に所
掌され，助言，指導の名のもとに通知行政が機能する体制がつくられてきたと
ころに」戦後日本の義務教育の最大の問題があるのであり，「この体制のもと
においては，市民はもとより首長といえども，教育の具体的プログラムに影響
力を行使できない」とし（新藤２００５a：５５），中央に独立行政委員会としての
学校教育行政部門を設置することを提唱する（新藤２００２：２８５－６；２００５a：
５６；２００５b：８８）。しかし，問題はこの委員会が地方とは異なり形骸化していな
い形で設置されることを要するが，「行政権は，内閣に属する」（憲法６５条）こ
とをタテに，それが可能となるか否かである。
（１３） こうした観点から新藤（２００２；２００５a；２００５b）は，教育委員会の廃止を主張
しているのであるが，８０年代には，むしろ次のように主張していた。すなわち，
「教科書選定・学習内容をはじめとする教育内容にかかる学校教育行政は，自
治体教育委員会の公選制を回復した上で，市民統御のもとに担われればよい。
ただこの場合にも，市町村教育委員会と府県教育委員会の関係は，前述のよう
に整序されること（市町村を基礎政府とし都道府県は市町村の連合体として広
域的機能を担うという整序の仕方－引用者注）が肝要であり，さらに進んで教
育行政はフランス，西ドイツ等の例にみられるように，コミュニティ・レベル
での参加システムに基づくべきである。重要なのは，自治と分権の重層構造を
学校教育システムの中心とすることである」（新藤１９８２：５３－４）とし，公選
制教育委員会への回帰が見られるように思われるのであるが，ここではフラン
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スの「学校評議会」，ドイツの「学校委員会」，アメリカの「学校区」などの教
育目的の自治体を絡ませているので，単純な公選制教育委員会への回帰とは異
なり，むしろ教育目的の政府構想の萌芽が見られるとは言えないだろうか。
（１４） ところで青木は，現在進む教育のガバナンス改革の本質は，自治体で言え
ば，プリンシパルとしての首長を改めて位置づけようとしていることにつきる
とする。そして，教育アクターはエージェントとして位置づけられるとする。
また，首長，教育委員会，学校（管理職），教員の連鎖するプリンシパル・エー
ジェント関係が形成されつつあるのが現在の教育におけるガバナンス改革の情
況だとする（青木２００８：２０）。
（１５） 教育政府に限らず，特定目的の政府創設への賛同は，以前から塩野によって
なされており，筆者もそれによって鼓舞された。塩野はたとえば，次のように
主張し特定目的の政府創設を擁護する。アメリカ型自治は，「アメリカの特別
の事情であって，建国以来……村落がある国には当てはまらないのではないか
という類の反論がなされるであろうが，問題は法制技術的な意味での法人化論
ではなくして，自らの『政府』は自ら設計するという根本的発想にこそ普遍性
があるということを強調したいのである」（塩野２００４：４３）。また，塩野・石
原・松本（２００２：１２１－９）も参照されたい。
（１６） 新藤も「初等・中等教育についていうならば，学校区を特定目的の地方政府
と位置づけ，独自の課税権をもち，学区住民による公選の執行機関に教育行政
をゆだねることも，教育に対する民主統制システムである」と述べている（新
藤２００２：２７５）が，これと，教育行政も含む首長による「総合行政」という持
論との関係は明確ではない。
（１７） 山口の場合，スコットランド，ウエールズの地方分権などの「創設型」と，
スウェーデン，ノルウェーなどの北欧諸国のフリー・コミューンの「規制緩和
型」の二つのタイプを類型化している（山口２００２：１３３－４）が，本稿が提唱
する一国多制度は，より一層わが国の風土に合致すると思われる「制度選択
型」とも言えるものである（外川・安藤２０１１）。なお，筆者は，特定目的の政
府の創設を教育政府に限定することなく，ある程度の多様な政策領域を対象と
して創設されるべきだと考えている。この場合，特定目的の政府の創設は，「自
治基本法」によって保障され，この法律によって，特定目的の政府を創設でき
る場合を類型的・概括的に示し，関係自治体はこれらの類型の中から地域の課
題解決に最もふさわしいものを自治的に選択し具体化すれば良いであろう（外
川２０１１b）。ちなみに，今井も，市町村合併を誘発する「総合行政主体」論に
よらずとも，自らの決定権を留保した上で市町村住民は学校自治体や福祉自治
体など目的別自治体に特定の業務を「信託」すれば，合併を選択しなくても自
治体の総合性は担保されるとしている（今井２００８：２６７）。特定目的の政府の
具体的創設の方法と仕組みは明確にされていないが，基本的方向性は筆者の考
え方と同様だと思われる（外川２０１１b）。
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